
  別表（第２条関係） 
 

 
補助事業名    病院内保育所運営事業 

 

補助事業の目的 

   保健師、助産師、看護師及び准看護師（以下「看護師等」という。）等病院 

 における医療従事者の離職防止及び再就業を促進するため、病院内保育事業の 

 強化、充実を図る。  

補助事業の対象 

となる者 

 １ 実施主体 

     医療法第７条の規定に基づき許可を受けた病院の開設者又は同法第８条の 

  規定に基づき届出をした診療所の開設者で地方公共団体及び公的団体を除く

民間事業者、その他知事が認める者 

 

 ２ 補助対象施設 

     補助対象施設は、別表に掲げる院内保育施設の種別に該当し、かつ保育料 

   （保育に要する費用の保護者負担額をいい、給食費は含むが、おやつ代は含 

   まない。）として、１人当たり平均月額10,000円以上徴収している施設とす 

  る（ただし、12ヵ月運営をしないものは除く）。 

補助事業の対象 

となる経費 

   病院内保育所運営事業を行うために必要な保育士等の職員の人件費（給料、 

 諸手当等）及び委託料（内訳は人件費とする。） 

補 助 率    ３分の２以内 

補助金の額  
  別表のとおり 

  ただし、予算の範囲内とする 

適用除外する項目   第19条 

 



  別に定める事項 
 

 
関 係 条 項 内                         容 

 

第３条 

 （添付書類） 
  病院内保育所運営事業所要額調書 (様式1-1）、病院内保育施設設置病院の決算

状況 (様式1-2)、保育士等職員給与費明細書 (様式1-3)、病院内保育所運営事業計

画書（様式2-1)、24時間保育（夜間保育）実施計画表 (様式2-2)、病児等保育実施

計画表（様式2-3)、緊急一時保育実施計画表 (様式2-4)、児童保育実施計画表 

(様式2-5)、休日保育実施計画表 (様式2-6)、保育児童名簿（様式2-7)、児童福

祉施設最低基準 (様式2-8)、病院内保育施設利用予定状況調 (様式３)、委託契約

書の写し(運営を委託している場合)、運営規則の写し 

※ 収支予算書を省略する場合は、「補助金交付申請書 別記省略」と記載する。 

 （指定期日） 
  別途通知する日 

第７条第１項 

 （軽微な経費配分の変更） 
  補助金額に増額が生じない経費の変更とする。 

 （軽微な事業内容の変更） 

                            

 （添付書類） 
  交付申請時の添付書類に準じるものとする。 

 （指定期日） 
  別途通知する日 

第９条第１項 
（報告事項等） 
必要あるときは別途通知する。 

第１１条 

 （添付書類） 
病院内保育所運営事業所要額精算書 (様式4-1)、保育士等職員給与費明細書

 (様式4-2)、病院内保育所運営事業実績報告書(様式5-1)、24時間保育（夜間保 

 育）実施実績表（様式5-2)、病児等保育実施実績表（様式5-3)、緊急一時保育 

 実施実績表 (様式5-4)、児童保育実施実績表 (様式5-5)、休日保育実施実績表 

 (様式5-6)、保育児童名簿（様式5-7)、病院内保育施設利用状況調（様式６）、

 委託費の精算書の写し (運営を委託している場合) 

※ 収支決算書を省略する場合は、「補助事業実績報告書 別記省略」と記載

  （指定期日） 
事業完了後30日以内（第７条の規定により事業の廃止の承認を受けたときは

当該承認を受けた日から30日以内）又は翌年度の４月10日のいずれか早い日 

 
 



別 表 
 
  補助金の額 
 補助金の交付額は次により算出するものとする。 
 ただし、算出された額に 1,000円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

次の表に定める種別ごとの基準額と対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額に、３分の２を乗じて得た

額を交付額とする。  
１ 種 別  ２ 基 準 額 ３ 調 整 率 

 （Ａ型特例） 

  児童     １人以上 
  保育時間  ８時間以上 
  保育士等職員 ２人以上 
 
 （Ａ型） 

  児童     ４人以上 
  保育時間  ８時間以上 
  保育士等職員 ２人以上 
 
 （Ｂ型） 

  児童      10 人以上 
  保育時間  10 時間以上 
  保育士等職員  ４人以上 
 
 （Ｂ型特例） 

 児童         30 人以上 
  保育時間   10 時間以上 
  保育士等職員 10 人以上 
 

なお、いずれの型の場合に 
おいても、保育児童数につい 
ては各月１日に在籍し、かつ 
１５日以上保育する児童を対 
象とし、年間平均児童数が上 
記の基準人数を満たす必要が 
ある。（ただし、基準人数を満 
たす場合でも基準値未満の月 
が６ヵ月以上に達する場合は 
該当しない。） 
また、補助の対象となるの 

は補助対象施設に勤務する医 
療従事者の児童に限る。 
保育士数については各月に 

ついて常勤換算数で、基準人 
数を満たす必要がある。 

 
 
  

     
 
 

 

  各病院内保育施設につき、下記１により算定した基本額から 
下記２で定めた保育料収入相当額を控除した額に、病院内保 
育施設の運営に係る設置者の負担能力指数による調整率を乗 
じて得た額と、下記３により算定した加算額の合計額とする。 
 

１ 基本額 

  （Ａ型特例） 

      １人× 180,800円×運営月数 

  （Ａ型） 

    ２人× 180,800円×運営月数 

   （Ｂ型） 

    ４人× 180,800円×運営月数 

   （Ｂ型特例） 

    ６人× 180,800円×運営月数 

 
 ２ 控除額(保育料収入相当額) 

保育料収入相当額は、24,000円に保育月数を乗じた金額の合計 

額とする。また、保育料収入相当額の算出にあたっては対象と 

なる人数は下記の表のとおりとする。 

※保育月数 下表種別ごとの保育児童数×12箇月 

 

  種別ごとの保育児童数 
種  別 保育児童 

Ａ型特例 １人 

Ａ 型 ４人 

Ｂ 型 １０人 

Ｂ型特例 １８人 

 
 ３ 加算額 

  (1) 24時間保育を行っている施設 

加算額  23,410円×運営日数 

   (2) 病児等保育を行っている施設 

加算額 187,560円×運営月数 

   (3) 緊急一時保育を行っている施設 

加算額  20,720円×運営日数 

(4) 児童保育を行っている施設 

加算額  10,670円×運営日数 

(5) 休日保育を行っている施設 

加算額  11,630円×運営日数 

※ 休日とは日曜日、祝日並びに 12月 29日から翌年 1月 3日をいう。 

 
 

負担能力指数による調整率は、下 

記の表のとおりとする。ただし、 

院内保育施設設置後３か年を経過 

していない施設にあっては適用し 

ない。 

 

負担能力指数 調整率 

５未満 １．０ 

５以上２０未満 ０．８ 

２０以上 ０．６ 

 

 

（注）負担能力指数は、院内保育 

施設設置病院の補助を受けよう 

とする年度の前々年度の病院決 

算における当期余剰金を、補助 

を受けようとする年度の院内保 

育施設運営費に係る設置者負担 

額（病院内保育所事業補助金交 

付前の額）で除した数値とする。 

ただし、院内保育施設運営費 

は、院内保育施設運営費支出予 

定額と次により算出された標準 

経費とを比較して少ない方の額 

とする。 
 
●院内保育施設に係る標準経費の 

 算出方法 
 標準経費=4月1日現在の児童数 
  /2.6人（保育士等の数※）× 
 3,186,000円（標準人件費）+ 
 その他の経費（病院内保育施設 

運営費のうち、保育士等の職員 

の人件費を除いた経費） 

※Ａ型特例及びＡ型については２人、Ｂ

型にあっては４人、Ｂ型特例にあっては

１０人を下回る場合はＡ型特例及びＡ

型２人、Ｂ型４人、Ｂ型特例１０人とす

る。 

  



様式１－１

　

　　　基　　　　　　　　　　　　　　　準　　　　　　　　　　　　　　　額

種別 病院名及び 総 事 業 費 対象経費の 選  定  額 県費補助 県費補助

保育施設名 支出予定額   保育料  金    額 基本額 所要額

 人 員 単 価 収   入 計 運営 運営 運営 運営 運営 計

Ａ Ｂ 相当額 日数 月数 日数 日数 日数 Ｃ  Ｄ  Ｄ×2/3   Ｅ  Ｆ

円 円 人 円 月 円 円 円 日 円 月 円 日 円 日 円 日 円 円 円 円 円

    (注) Ｄ欄には、Ｂ欄の金額とＣ欄の金額を比較して少ない方の額を記入すること。

病児等保育 休日保育

基　　　　　　本　　　　　　額

単価 単価 単価単価

緊急一時保育 児童保育

単価

　　　　　　　　病　院　内　保　育　所　運　営　事　業　所　要　額　調　書

     加            算            額

運営
月数

調整
率

２４時間保育



様式１－２

（単位　：　円）

医業収益

医業外収益

特別収益

計　①

医業費用

医業外費用

特別損失

計　②

　（注意事項）
　　　病院内保育施設設置病院の平成　　年度決算書（損益（収支）計算書及び貸借対照表）を添付すること。

　　　なお、決算書は、「企業会計原則（昭和２４年７月９日企業会計制度対策調査会中間報告）」、「病院会計準則（昭和５８年８月２２日医発第８２４号）」、

　　「学校法人会計基準（昭和４６年４月１日文部省令第１８号）」、「社会福祉法人の経理規程準則（昭和５１年１月３１日社施第２５号）」、「公益法人会計

　　基準」等、法令や所管官庁によって指示されている会計基準に基づいて作成されたものであること。

　　　ただし、法人全体で決算書を作成している場合は、病院内保育施設設置病院の決算状況を別紙として添付すること。（様式自由）

　　　　　　　　　　　　　病院内保育施設設置病院の決算状況

病院内保育施設設置病院名

設置区分

収益

費用

剰余金　①－②

平
成
　
　
年
度



様式１－３

病 院 名

保 育 施 設 名

給料・諸手当等 賃　金 委 託 料 計

円 円 円 円 

平成　年　月　日
～平成　年　月　日

（注意事項）

保　育　士　等　職　員　給　与　費　明　細　書

２　職名欄には、保育士、保育士助手の別を記入すること。また、病児保育を行っている施設で、病児等保育を
　専門で担当する看護職員については、看護職員と記入すること。

１　本表は、当該年度の４月１日から翌年の３月３１日までの１年間における給与支給額を記載すること。

３　備考欄は当該年度の給与支給当初月から最終月までの期間を明示すること。

４　病院名、保育施設名を記入すること。

合　　　　計

職　　名 備　　考氏　　名



様式２－１

１　保育施設、開設者の名称等

２　保育施設の概要

円

㎡

㎡

㎡

※1　保育料月額は、児童１人当たりの保育料月額（平成　　年4月。おやつ代を除く）を記入すること。

　（1）　保育料の月額が年齢等により差が存する場合、保育料月額の総額を保育児童数で除した額とする。

　（2）　保育料が日額又は時間単位で決まっている場合は、25日を1ヶ月とし、時間単位は8時間で1日として換算して得られる月額とする。

※2　病児保育を実施している病院において記入すること。安静室の1人当たり面積は、「病院内保育所運営事業」においては1.65㎡以上

　　としているが、「事業所内託児施設助成金」の設置助成基準が1.98㎡以上であることに十分注意すること。

※3　児童保育（専属の保育士等を雇用し、専用のスペースを設けて、原則小学校１～３年生の児童を保育する場合をいう。）を実施してい

　　る病院において記入すること。

※4　保育施設での一般乳幼児等の保育状況については、当該病院・診療所に勤務している医療従事者以外の者（地域住民等の一般乳

　　幼児や、設置主体の法人が設置している他の施設に勤務する職員の乳幼児　など）の受け入れをしている場合をいう。

３　保育人員等
（4月1日現在）

４　職員の状況

計

保育施設での一般乳幼児等の保育の有無（※４）

児童保育の為の延床面積（※３）

安静室の延床面積（※２）

保育室の延床面積

保育士

その他専　任

人

病院内保育所運営事業計画書

０歳児 １・２歳 ３歳計

代表者名

人 人

人 人 人 人

人 人 人

専　任 その他 専　任 その他

人

保育施設

設置主体
開設医療
施設名称

保　育
施設名

所在地

開設者等

使用許可
病床数

保育施設開所時間帯 開　所　時　間

開　設
年月日

人

保育料月額（※１）

種
別

その他の職員 計

運営等が委託の場合

所在地

４歳以上

　時　　分　～　　時　　分 時間　　分

２４時間保育実施の有無 有　・　無

委託団体
等名称

保　育　人　員 保　　育　　時　　間



様式２－２

（当様式は、２４時間保育（夜間保育）を実施する場合のみ提出すること。）

病 院 名

保 育 所 名

１　２４時間保育の実施方法（該当する記号に○印をつけてください。）

　ア　医療従事者の勤務割に応じて実施している。

　イ　保育児童を有する医療従事者の夜勤の日が集中するように勤務割をし、その日に実施している。

　ウ　勤務割に関係なく、原則として毎日実施している。

　エ　希望があった日に、単発的に実施している。

　オ　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２　２４時間保育の実施計画表

月 回　数

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

合計

　（注）24時間保育は、当日の午後１０時まで又は翌日午前０時まで等、準夜勤時間帯のみの開設は

　　　　対象外です。翌日の通常開所時間まで継続して保育職員を配置し、保育を実施する日のみを

　　　　計上してください。

２４時間保育（夜間保育）実施計画表



様式２－３

（当様式は、病児等保育を実施する場合のみ提出すること。）

病 院 名

保 育 所 名

１　病児等保育の実施方法（該当する記号に○印をつけてください。）

　ア　原則として毎日実施している。

　イ　希望があった日に、単発的に実施している。

　ウ　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２　病児等保育の実施計画表

月 実施の有無

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

合計

　（注）病児等保育とは、病児等の静養又は隔離の機能を持つ安静室を設け、病児等保育を専門に担当

　　　　する看護職員を１人以上配置し、保育を実施するものをいう。なお、安静室は病児等が２人以上横

　　　　臥でき、１人当たりの面積が原則として1.65㎡以上であること。

　　　　　また、病児等保育に係る費用については、１日当たり3,200円以内を保護者より徴収するものとす

　　　　る。（飲食物に係る費用を別途徴収することを妨げるものではない。）

病 児 等 保 育 実 施 計 画 表



様式２－４

（２４時間保育を実施している施設は緊急一時保育の加算対象外です）

病 院 名

保 育 所 名

１　緊急一時保育の実施方法（該当する記号に○印をつけてください。）

　ア　予め実施予定日を設定のうえ委託契約を締結しており、保育児童を有する医療従事者の夜勤の日

　　が当該日に集中するように勤務割を作成している。

　イ　希望があった日にいつでも対応できるよう委託契約を締結している。

　ウ　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２　緊急一時保育の実施計画表

月 回　数

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

合計

　（注）緊急一時保育とは、24時間保育を実施していない院内保育所を設置している医療機関の医療従

　　　　事者が、夜間などにおいて勤務を要する場合、医療機関が予め委託契約しているサービス提供

　　　　者(公立保育所、認可保育所、都道府県等が行う行政措置及び家族等が行う保育については対

　　　　象外）に乳幼児を預け、病院内保育所がその利用に要する経費の全部又は一部を負担した場合

　　　　を対象とする。

緊急一時保育実施計画表



様式２－５

（当様式は、児童保育を実施する場合のみ提出すること。）

病 院 名

保 育 所 名

１　児童保育の実施方法（該当する記号に○印をつけてください。）

　ア　原則として毎日実施している。

　イ　希望があった日に、単発的に実施している。

　ウ　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２　児童保育の実施計画表

月 回　数

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

合計

　（注）児童保育とは、院内保育所を設置している医療機関の医療従事者の児童であって、かつ、医療機

　　　　関に勤務していることにより家庭での保育を行うことが困難な小学校低学年の児童を間仕切り等で

　　　　区切られた専用スペース又は専用部屋を設けて、放課後保育を行うものをいう。なお、放課後の児

　　　　童の保育に専従する職員（保育士が望ましい）が１名以上配置されていること。

児 童 保 育 実 施 計 画 表



様式２－６

（当様式は、休日保育を実施する場合のみ提出すること。）

病 院 名

保 育 所 名

１　休日保育の実施方法（該当する記号に○印をつけてください。）

　ア　原則として全休日において実施している。

　イ　希望があった日に、単発的に実施している。

　ウ　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２　休日保育の実施計画表

月 回　数

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

合計

　（注）休日とは、日曜日、祝日並びに12月29日から翌年1月3日をいう。

休 日 保 育 実 施 計 画 表



様式２－７

病 院 名

保 育 所 名

保育児童名 利用者職種 保育月数

月 　　月　　～　　月

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

年間平均児童数

保　育　児　童　名　簿

計

備　　考

（入所期間）



様式２－８

適 否

（記入要領）

①　「児童福祉施設最低基準」について、その適否を記入すること。

②最低基準満たしていない場合、児童福祉施設最低基準第３２条～第３４条に掲げる設備・職員の配置

の基準を満たしていない要素に○を記入すること。

職員の人数 職員の資格 面積基準
給食室
の設置

その他の
設備の設置

保育時間・
開所時間

基準
立地基準 その他

児童福祉施設最低基準

病院内保育施設設置病院名

児童福祉施設最低基準

児童福祉施設最低基準を満たしていない要素



様式３

看護職
員

児童保育
専従職員

男性 女性 （換算） （換算） （換算）

日 人 人 人 人 人 日 人 人 人 人 人 人 人 人

 ４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

合計

平均

１．計算によって生じた端数については、すべて小数点第２位を四捨五入し、小数点第１位まで記入すること。
２．「病院内保育施設の利用状況」欄は、次により記入すること。

　（１）「看護職員」とは、「保健師、助産師、看護師、准看護師（非常勤職員を含む）」をいい、「その他の職員」とは、看護職員及び医師以外の医療従事者をいう。

　（２）「各月保育児童数」は、毎月１日現在で在籍し、１５日以上保育した児童数を記入すること。なお、様式2-7の備考欄と整合がとれていること。

３．「保育士等職員在籍状況」欄は、次により記入すること。

　（１）「保育士」とは、有資格者の保育士をいい、「保育士助手」とは、有資格者の保育士以外の者で直接保育に従事している者（事務、給食職員等を除く）をいう。

　（２）「常勤職員」とは、年間を通じて平日は毎日８時間以上勤務するものをいい、「非常勤職員」とは、常勤職員以外のものをいう。

　（３）「非常勤職員」欄の（　）内には、右の式により算出した数（保育士等常勤職員換算数）を記入すること。

　（４）「看護職員」欄は、病児等保育加算が認められた施設において、病児等保育を専門で担当している看護職員の人数を記入すること。

　（５）「児童保育専従職員」欄は、児童保育加算が認められた施設において、児童保育を専門で担当している保育士等の人数を記入すること。

非常勤職員 常勤
職員

非常勤職員

計

看護
職員

常勤
職員

常勤職
員

常勤
職員

非常勤職員
職員

令
　
和
　
　
　
　
年
　
度
　
見
　
込
　
み

備　　考
開所日

数

各月保育児童数 保　育　士 保育士助手

医師 その他
の職員 計

病 院 内 保 育 施 設 利 用 予 定 状 況 調

病 院 内 保 育 施 設 設 置 病 院 名

区　　　分

病　院　内　保　育　施　設　の　利　用　状　況

病児等
保育実
施日数

保　　　育　　　士　　　等　　　職　　　員　　　在　　　籍　　　状　　　況

各非常勤職員の月（年）間延勤務時間数
月（年）間開所日数×８ｈ



様式４－１

　

差      引

種別 病院名及び 総 事 業 費 対象経費の 選  定  額 補助 県 費 補 助 県 費 補 助 補　助　金 過不足額

保育施設名 実支出額   保育料  金    額 調整率 所   要   額 交付決定額 受入済額  F-H又はG-Hの

 人 員 単 価 収   入 計 運営 運営 運営 運営 運営 いずれか少ない額

Ａ　 Ｂ　 相当額 日数 月数 日数 日数 日数  Ｃ Ｄ Ｅ  Ｅ×2/3   Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ

円 円 人 円 月 円 円 円 日 円 月 円 日 円 日 円 日 円 円 円 円 円 円 円

    (注) Ｄ欄には、Ｂ欄の金額とＣ欄の金額を比較して少ない方の額を記入すること。

単価

２４時間保育

単 価 単価 単価

病児等保育

単価

　　　　　　　　病　院　内　保　育　所　運　営　事　業　所　要　額　精　算　書

緊急一時保育

計

基　　　　　　本　　　　　　額      加            算            額

児童保育

　　　基　　　　　　　　　　　　　　　準　　　　　　　　　　　　　　　額

運営
月数

調整
率

休日保育



様式４－２

病 院 名

保 育 施 設 名

給料・諸手当等 賃　金 委 託 料 計

円 円 円 円 

平成　年　月　日
～平成　年　月　日

（注意事項）

備　　考氏　　名職　　名

４　病院名、保育施設名を記入すること。

合　　　　計

保　育　士　等　職　員　給　与　費　明　細　書

２　職名欄には、保育士、保育士助手の別を記入すること。また、病児保育を行っている施設で、病児等保育を
　専門で担当する看護職員については、看護職員と記入すること。

１　本表は、当該年度の４月１日から翌年の３月３１日までの１年間における給与支給額を記載すること。

３　備考欄は当該年度の給与支給当初月から最終月までの期間を明示すること。



様式５－１

１　保育施設、開設者の名称等

２　保育人員等

３　職員の状況

使用許可
病床数

（4月1日現在）

専　任 その他 計

人

種
別 開　設

年月日
保　育
施設名

委託団体
等名称

代表者名

運営等が委託の場合

所在地

保　育　施　設

人 人

計

その他 専　任 その他

人 人

４歳以上

人 人 人

病院内保育所運営事業実績報告書

０歳児 １・２歳 ３歳計

開　設　者　等

設置主体
開設医療
施設名称

所在地

保　　育　　時　　間保　育　人　員

人

保育士 その他の職員

専　任

開　所　時　間

時間　　分

有　・　無

人 人

保育施設開所時間帯

　時　　分　～　　時　　分

２４時間保育実施の有無

人



様式５－２

（当様式は、２４時間保育（夜間保育）加算施設のみ提出すること。）

病 院 名

保 育 所 名

１　２４時間保育の実施方法（該当する記号に○印をつけてください。）

　ア　医療従事者の勤務割に応じて実施している。

　イ　保育児童を有する医療従事者の夜勤の日が集中するように勤務割をし、その日に実施している。

　ウ　勤務割に関係なく、原則として毎日実施している。

　エ　希望があった日に、単発的に実施している。

　オ　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２　２４時間保育の実施実績表

月 回数

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

合計

　（注）24時間保育は、当日の午後１０時まで又は翌日午前０時まで等、準夜勤時間帯のみの開設は

　　　　対象外です。翌日の通常開所時間まで継続して保育職員を配置し、保育を実施した日のみを

　　　　計上してください。

実施日（暦上の日を記載してください）

２４時間保育（夜間保育）実施実績表



様式５－３

（当様式は、病児等保育加算施設のみ提出すること。）

病 院 名

保 育 所 名

１　病児等保育の実施方法（該当する記号に○印をつけてください。）

　ア　原則として毎日実施している。

　イ　希望があった日に、単発的に実施している。

　ウ　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２　病児等保育の実施実績表

月 実施の有無

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

合計

　（注）病児等保育とは、病児等の静養又は隔離の機能を持つ安静室を設け、病児等保育を専門に担当

　　　　する看護職員を１人以上配置し、保育を実施するものをいう。なお、安静室は病児等が２人以上横

　　　　臥でき、１人当たりの面積が原則として1.65㎡以上であること。

　　　　　また、病児等保育に係る費用については、１日当たり3,200円以内を保護者より徴収するものとす

　　　　る。（飲食物に係る費用を別途徴収することを妨げるものではない。）

病 児 等 保 育 実 施 実 績 表

実施日（暦上の日を記載してください）



様式５－４

（２４時間保育を実施している施設は緊急一時保育の加算対象外です）

病 院 名

保 育 所 名

１　緊急一時保育の実施方法（該当する記号に○印をつけてください。）

　ア　予め実施予定日を設定のうえ委託契約を締結しており、保育児童を有する医療従事者の夜勤の日

　　が当該日に集中するように勤務割を作成している。

　イ　希望があった日にいつでも対応できるよう委託契約を締結している。

　ウ　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２　緊急一時保育の実施実績表

月 回数

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

合計

　（注）緊急一時保育とは、24時間保育を実施していない院内保育所を設置している医療機関の医療従

　　　　事者が、夜間などにおいて勤務を要する場合、医療機関が予め委託契約しているサービス提供

　　　　者(公立保育所、認可保育所、都道府県等が行う行政措置及び家族等が行う保育については対

　　　　象外）に乳幼児を預け、病院内保育所がその利用に要する経費の全部又は一部を負担した場合

　　　　を対象とする。

実施日（暦上の日を記載してください）

緊急一時保育実施実績表



様式５－５

（当様式は、児童保育加算施設のみ提出すること。）

病 院 名

保 育 所 名

１　児童保育の実施方法（該当する記号に○印をつけてください。）

　ア　原則として毎日実施している。

　イ　希望があった日に、単発的に実施している。

　ウ　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２　児童保育の実施実績表

月 回数

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

合計

　（注）児童保育とは、院内保育所を設置している医療機関の医療従事者の児童であって、かつ、医療機

　　　　関に勤務していることにより家庭での保育を行うことが困難な小学校低学年の児童を間仕切り等で

　　　　区切られた専用スペース又は専用部屋を設けて、放課後保育を行うものをいう。なお、放課後の児

　　　　童の保育に専従する職員（保育士が望ましい）が１名以上配置されていること。

児 童 保 育 実 施 実 績 表

実施日（暦上の日を記載してください）



様式５－６

（当様式は、休日保育加算施設のみ提出すること。）

病 院 名

保 育 所 名

１　休日保育の実施方法（該当する記号に○印をつけてください。）

　ア　原則として全休日において実施している。

　イ　希望があった日に、単発的に実施している。

　ウ　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２　休日保育の実施実績表

月 回数

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

合計

　（注）休日とは、日曜日、祝日並びに12月29日から翌年1月3日をいう。

実施日（暦上の日を記載してください）

休 日 保 育 実 施 実 績 表



様式５－７

病 院 名

保 育 所 名

保育児童名 利用者職種 保育月数

月 　　月　　～　　月

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

年間平均児童数

保　育　児　童　名　簿

計

備　　考

（入所期間）



様式６

看護職
員

児童保育
専従職員

男性 女性 （換算） （換算） （換算）

日 人 人 人 人 人 日 人 人 人 人 人 人 人 人

 ４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

合計

平均

１．計算によって生じた端数については、すべて小数点第２位を四捨五入し、小数点第１位まで記入すること。
２．「病院内保育施設の利用状況」欄は、次により記入すること。

　（１）「看護職員」とは、「保健師、助産師、看護師、准看護師（非常勤職員を含む）」をいい、「その他の職員」とは、看護職員及び医師以外の医療従事者をいう。

　（２）「各月保育児童数」は、毎月１日現在で在籍し、１５日以上保育した児童数を記入すること。なお、様式5-7の備考欄と整合がとれていること。

３．「保育士等職員在籍状況」欄は、次により記入すること。

　（１）「保育士」とは、有資格者の保育士をいい、「保育士助手」とは、有資格者の保育士以外の者で直接保育に従事している者（事務、給食職員等を除く）をいう。

　（２）「常勤職員」とは、年間を通じて平日は毎日８時間以上勤務するものをいい、「非常勤職員」とは、常勤職員以外のものをいう。

　（３）「非常勤職員」欄の（　）内には、右の式により算出した数（保育士等常勤職員換算数）を記入すること。

　（４）「看護職員」欄は、病児等保育加算が認められた施設において、病児等保育を専門で担当している看護職員の人数を記入すること。

　（５）「児童保育専従職員」欄は、児童保育加算が認められた施設において、児童保育を専門で担当している保育士等の人数を記入すること。

計
開所日

数

保育士助手
備　　考

職員
常勤職

員
計

常勤
職員

各月保育児童数
区　　　分

保　育　士

保　　　育　　　士　　　等　　　職　　　員　　　在　　　籍　　　状　　　況

医師 その他
の職員

病 院 内 保 育 施 設 設 置 病 院 名

令
　
和
　
　
　
　
年
　
度
　
見
　
込
　
み

病 院 内 保 育 施 設 利 用 状 況 調

非常勤職員 非常勤職員 非常勤職員看護
職員

病児等
保育実
施日数

常勤
職員

常勤
職員

病　院　内　保　育　施　設　の　利　用　状　況

各非常勤職員の月（年）間延勤務時間数
月（年）間開所日数×８ｈ
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